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戦後におけるわが国百貨店の欧米展開
土屋仁志
はじめに
今日まで，わが国における大規模小売業として百貨店，総合スーパーマ
ーケット（以下では総合スーパーとよぶ），食料品スーパーマーケット，そ
してコンピニエンスストアなどが国際化をはたしてきた。そして，これら
の小売業の国際化が論じられる際には，各々の業態をとりわけ区別するこ
となく考察されるケースが多かった。しかしながら，これらはそれぞれ異
業態であり，仕入から販売方法，また進出地のポジショニングも異なって
いる。そもそも異業態の国際化を区別せず，一括して論じたのでは，小売
業の国際化についての具体的考察は極めて困難である。だからこそ，業態
別の考察が必要となる。
一般に，流通産業の国際的な店舗展開には，企業の国外市場への進出と
外資系企業の国内市場への参入とに区別することができるが，本稿では，
日系企業の海外市場への展開に的をしぽり，わが国小売業のなかでも国際
化の歴史が最も長く，かつ代表的な大規模小売業である百貨店の海外展開
について考察する。ーロに百貨店の海外展開といっても，それは大きく欧
米地域への展開とアジア地域への展開とに区別することができ，またその
性格は互いに大きく異なったものである。ここでは，わが国百貨店の国際
化研究の第 1段階として欧米への展開についてとりあげる。
その展開の考察をすすめるにあたって，大きく 4つに時期区分した。高
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度成長期にあたる1958年-1970年を第 1期，変動相場制への移行と2度のオ
イルショックを経験した1971年-1986年を第 2期，プラザ合意による円高，
バプル経済期の1987年-1993年を第3期，そしてバプル経済崩壊から今日に
至るまでの1994年～現在を第4期とする。一般に，百貨店の海外展開には，
①直接投資による店舗開設，②情報収集や開発輸入などのための買付事務
所の設置，③経営や販売活動上のノウハウを提携先企業に指導する技術提
携などがある。また，レストラン事業，建装事業，金融業など百貨店業と
は直接関連のない事業への進出もみられる。これらの諸要索を考慮しつつ，
以下に具体的な考察をすすめることにする。
1 第 1期 (1958-1970年）：高度成長期
表1および図 lは，わが国百貨店（以下では， 日系百貨店ともよぶ）の
欧米への店舗展開と駐在員事務所の設置数の推移を示したものである。本
表に示すように，第 1期には1958年の高島屋のニューヨークヘの出店を皮
切りに，阪急百貨店がロサンゼルス(1959年），束急百貨店がハワイ（同年），
西武百貨店がロサンゼルス (1962年），高島屋がニューヨーク (1966年）な
どへ出店している。合計で， 4社が店舗を出店し， 7社が12駐在員事務所
を開設したI)。その特徴としては，店舗・駐在員事務所の設置数自体がまだ
少ないことと，店舗はアメリカに，駐在員事務所はニューヨークとパリに
集中していることをあげることができる。海外展開自体の量的な少なさか
ら，この期は海外展開の試行期と位置づけられよう。
ところで，この期にみられた出店の動機の 1つに外貨， とくに米ドルの
獲得があった。当時の為替制度では，例外的に貿易商社が若干の外貨保有
を認められていた以外には，一般企業が自由裁量で使用できる外貨の額は
1) 1966年に開設されたニューヨークの高島屋は， 1958年に出店した店舗からの移転
によるものである。
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表 1 戦後における百貨店の欧米進出状況
時期 海外出店（直接投資） 駐在員事務所（輸入・百匹.,,邑かど）
区分 年 都市名 百貨店 売場面積(m') 移転・閉店状況 年 都市名 百貨店
1958 ニューヨーク
阪硲急百島貨屋店
825 1966年：移固闊店 1959 ロサンゼルス 阪急百貨店
1959 ロサンゼルス 200 1961 ノゞ リ 西武百貨店
ハワイ 束急百貨店 2,300 1962 サン7ランシスコ 名鉄百貨店
1962 ロサンゼルス 西武百貨店 14.850 1964年：閉店 1963 ニューヨーク 高島屋
第 1966 ニューヨーク 高島屋 430 1992年：新設閉店 1966 ニューヨーク 大 丸
1 1967 
/{ 1) 
大高島屋丸
期 アルゼ（アルジェ1)ア）
ニューヨーク 西武百貨店
ノゞ リ 松閃 坂屋1968 ノゞ リ 勢丹
ニューヨーク 丸
1970 9＇ゞ 1) 甜島屋
1971 9ゞ リ 越 200 1971 9ゞ 1) 越
1972 ハワイ 東急百貨店 4,039 ニューヨーク 松坂屋
1973 9ゞリ 高浪 島島屋 140 1972 ミラノ 高島屋ニューヨーク 730 1973 ノゞ リ 大 丸
ハワイ 東急百貨店 1,386 プリュッセル 大 丸
ロンドン 越 2,537 ロンドン 阪急百貨店
1974 9ゞ リ 大 丸 744 1998年 ：閉店 ローマ そごう
リヨン 大 丸 136 1998 : 閉店 1974 ロンドン 三越
1975 ローマ 越 558 1993年：閉店 1977 9ゞ 1) 近鉄百貨店
第 1977 ニューヨーク 越 44 1996年：閉店 ミラノ 西武百貨店
2 ロサンゼルス 越 9＇ゞ リ そごう
期 ハワイ 三越 1978 ノゞ＇ リ l雙百貨店
1978 ノゞ リ 松坂屋 300 1979 ミラノ 越
ミュンヘン 越 341 ロンドン 天 丸
1979 ロンドン 越 1,485 ミラノ 大 丸
デュッセルドル7 越 1,127 ニューヨーク 伊勢丹
ハワイ 三越 260 ミラノ 伊勢丹
1980 ロサンゼルス 松坂屋 1,336 ミラノ 阪急百貨店
1981 ハワイ 東急百貨店 1,509 ミラノ 東急百貨店
7ランク7ルト 越 635 9＇ゞ リ そごう
1982 オーランド ＝ 越 2,089 1980 ロサンゼルス 高島屋
1982 ノゞ リ 東束急急百百貨貨店ニューヨーク
1983 ロサンゼルス 大 丸
1984 ロサンゼルス そごう
1987 ハワイ 東急百貨店 1,509 1987 ロンドン 高島屋
1988 ロンドン 伊勢丹 600 ロンドン 伊勢丹
ミュンヘン 三越 600 1988 ミラノ そごう
ロンドン 高島屋 780 1998年 ： 閉店 1989 ウィーン 伊勢丹
1989 ハワイ 三越 169 1998 : 閉店 9ゞ IJ 松 屋
ニューヨーク 高島屋 139 1990 ミラノ 伊勢丹
第 マドリッド 三越 1,343 ニューヨーク 束武百貨店
3 ミラノ そごう 1,135 ロンドン 京王百貨店
期 サン7ランシスコ 松坂屋 168 1995年：閉店 ロンドン 越
1990 ウィーン 伊勢丹 400 ノゞ リ 大 和
マドリッド 越 533 ニューヨーク 大 和
1991 グアム 三越 295 1999年 ： 閉店 9ゞリ 丸井今井
パルセロナ 伊勢丹 447 1993 : 閉店 ノゞ IJ 小東田急急百百貨貨店ノ勺レセロナ 三越 850 1993年：閉店 1991 オークランド
1992 9ゞ リ 小田急百貨店 72 1999年：閉店 ロンドン そ：：：ぅ
ロンドン そごう 2,300 デュッセルドル7 話島屋
9ゞ 1) 越 1,617 ロサンゼルス 丸井今井
ペルリン 三越 812 1994年：閉店 1993 マドリッド 近鉄百貨店
1993 ニューヨーク 高島屋 2,838 ニューヨーク 高島屋
バルセロナ そごう 5 000 1996年：閉店 ロンドン 天満屋
第4月 フィレンツェ 天満屋
（出所）保田芳昭 r国際化時代の流通政策jミネルヴァ帯房, 1993年， 166-167ページ，「百貨店
調査年鑑1997年度版』デパートニューズ社， 1999年， 24-29ページ，繊研新聞,2000年 1月
4日付け． 日本百貨店協会『海外の店舗・駐在員事務所の設躍状況』 1995年．川端巷夫「H
系小売企業の海外進出データ（百貨店・スーパー編）」『龍谷大学経営学論集』第39巻第 2号．
1999年, 93-98ページより作成。
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図1 欧米への店舗・駐在員事務所の設置数の推移（単位：店）
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制限されていた2)。1949年に高島屋が東京と大阪で，翌年には京都に外国人
を相手とするドル販売．内国消費税免税のエキスポート・バザーを開催す
るなどして外貨の獲得に奔走したことがある。
られた特別措置にすぎず， 1952年には閉鎖されている丸依然として外貨不
足が深刻ななか，百貨店各社は海外で商品を買い付けするための外貨を自
ら調達しなければならず，出店はその機会を求めたものである。出店対象
しかし， これは一時的にと
国がハワイを含むアメリカに集中していたのこのためであった。また，
日本にも優れた商品や百貨店があることをアメリカにアピー
?
れ以外には，
ルするという意味合いも含まれていたことをつけ加えておく。
さて，先駆的にアメリカ進出を果たした高島屋と阪急百貨店に共通して
みられた商品戦略の特徴としては，主として日本の伝統工芸品や精密機器
などの高級品を取り扱ったことがあげられる。当時のアメリカでは品質の
悪い日本製の模倣品が多く流通しており，
悪かろう」というのが一般的であった。
日本商品への印象は「安かろう，
このような印象を拭い取るため，
2)東京銀行調査部編『外国為替の知識』日本経済新聞社， 1961年， 267-272ペー ジ。
3)岡茂男『戦後日本の関税政策』日本関税協会， 1994年， 71ページ．田中政治・和
田進『高島屋の経営」評言社,1980年,156-157ペー ジ。
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また他店との差別化をはかるために，工芸作品，民芸品，染色作品や時計，
カメラなどの一流品を取り扱うことにした。高島屋では，大量生産ベース
の商品をいっさい除外していたという。また販売戦略として店員に着物を
着用させるなどして，より H本的な雰囲気を強調した。
出店当初は日本に対する好奇心や話題性もあってか，かなりの集客数を
動員できたものの，集客数と売上高は比例しなかった。非常に高い価格帯，
また，あまりに H本色を強調しすぎたため，現地消費者には用途不明な商
品が多々あった。このようなことから売上は伸び悩み，そこで取扱商品を
実用的なものにシフトダウンし，日用品なども販売しはじめている丸
また，西武百貨店も1962年にロスアンゼルスに出店しているが， 1964年
には早々に閉店している。高島屋や阪急百貨店が小規模かつ借店舗で実験
的な店舗を設置したのとは異なり，西武百貨店は土地，建物を自社で購入
し，売り場面積は14,850m',鉄筋 3階建の本格的な店舗を出店した。現地
の中流以上の層を顧客対象とし，取扱商品はアメリカ人の生活に適合させ
るべく日本の伝統工芸品などは少数にし，陶器などの実用ベースの商品を
日本製品 5割，アメリカ製品 4割，その他はアジアからの製品で構成した。
しかし，日本製品の販売不振や現地製品を販売するうえでの現地百貨店と
の価格競争に対応できず，また約970万ドルにも膨らんだ出店費用が負担と
なり，開店から 2年後には閉店を余儀なくされた5)。そもそも，ロス出店の
構想は日米親善という大義名分が先行し，キーパーソン6)による意思決定
の下，なかば冒険ともいえる投資が行われたのである。
以上のことから，この期のアメリカヘの出店は，現地消費者を主たる顧
客対象とし，日本製品を販売しようとしていたことがわかる。しかし，結
4) 『高島屋150年史』 1982年， 226-227ページ，『株式会社阪急百貨店25年史』 1973
年， 426-427ペー ジ。
5)由井常彦編『セゾンの歴史』上巻， リプロポー ト， 1991年， 218-224ペー ジ。
6)川端基夫『小売業の海外進出と戦略』新評論， 2000年， 92ページ。経営責任者が
キーパーソンとなり，積極的に海外進出の計画を進めるケースを指摘している。
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果的には現地消費者に受け入れられず，困難を強いられたというのが実情
であった。
一方，駐在員事務所は，主として国内店舗の営業の必要から開設された。
1人あたり GDPは1956年に10万7,000円であったものが， 1960年には17万
9,000円へ， 1965年には34万，000円へと，そして1970年には72万3,000円へ
と約7倍に増加している”。この期に，わが国の大衆消費社会の基礎が整っ
たといえよう。こうした国民所得の上昇にともない，より豊かな生活の追
求，消費スタイルの西洋化が進行するなかで，国内唯一の近代的大規模小
売業であり，また西洋的生活の窓口でもあった百貨店は，欧米の商品，と
くにファッション関連商品などを導入することにより，あらたな需要をみ
たす役目を担うことになる。この必要から進められたのが駐在員事務所の
設置であった。駐在員事務所を通して欧米の百貨店と提携や交流を始め，
様々な商品を輸入し，国内でフランス展やイギリス展といった海外商品の
展覧会を開催することにより，百貨店としての特徴を前面に押し出してい
ったのである丸
2 第2期 (1971~1986年）
：変動相場制への移行期と 2度のオイルショック期
第2期は，経済が高度成長から低成長に転じた時期であった。向上した
所得を基礎にして，質の高い生活が求められ，百貨店の欧米展開は開花期
に入り， 5カ国21店舗の展開と 6カ国25個所の駐在員事務所の設置がみら
れ，同時に展開の内容についても，いくらかの変化が生じはじめた。
第1の変化としては，アメリカ市場にくわえてパリやロンドンなどヨー
ロッノ・ゞの主要都市への店舗展開がみられはじめたことがあげられる。図2
のごとく，この期はヨーロッパで日本人観光客や日本企業の現地駐在員の
増加がみられはじめた時期であり，ここでの展開は当初より邦人市場を意
7)経済企画庁編『平成11年版経済白書』大蔵省印刷局， 1999年， 15ページ。
8)由井常彦編，前掲書， 209ページ。
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識したものであった。
第2の変化としては，既存の在米店舗における商品戦略があげられる。
このころから，図 3にみられるように，アメリカでも H本人観光客や日本
企業の海外進出にともなう現地駐在員が増加しはじめたため，彼らを新た
な顧客対象とした商品戦略へと切り替えはじめる。
欧米への展開が本格化した現地における要因は上記のとおりであるが，
国内要因としては，第 1に大手総合スーパーの急成長により，異業態との
競争が激化したことがあげられる。 1972年，スーパーの小売業販売総額に
占める割合は8.7%と百貨店の8.4%をぬき，小売業界における百貨店の一
元的支配体制に終止符がうたれた。百貨店は大手総合スーパーとの差別化
をはかるため，海外有名プランドの導入をはじめとする高級化，ファッシ
ョン化をより明確にうちだし，品揃えをさらに拡大する戦略にでた9)。この
ような背景のもと， 日本国内への輸入品の買付，新規プランドの開拓，情
報収集などの業務を行う拠点として海外店舗ならびに駐在員事務所のいっ
そうの展開が求められた。つまり，他業態との競争戦略上の課題として欧
米商品の取り扱いを増加させ，海外店舗，駐在員事務所の開設を推し進め
たのである。
第2に，高度成長の終焉によって消費性向にも変化があらわれたことを
指摘できる。 2度のオイルショックによる不況下で，高度成長下の大量消
費，大量廃棄がみなおされ，資源重視型の新たな生活意識が芽生えはじめ
た。低経済成長への転換は，まず徹底的な節約ブームを引き起こし，消費
者の価格に対する意識も先鋭化した。経済企画庁の「消費者動向予測調査」
(1973年）によると，物不足のなか家計をいかに工夫するかという問いに
対して「バーゲン品や安い店をさがす」，「買う時期を先に延ばす」，「安い
代替品で間にあわす」などの回答が多数であり 10),大手総合スーパーが台頭
する背景となった。こうした消費意識の変化のなかで，百貨店での日用必
9)小山周三『現代の百貨店』日本経済新聞社， 1997年， 64ページ。
10)経済企画庁編『昭和50年版国民生活白書』大蔵省印刷局， 1975年， 7ページ。
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需品販売の売上は低迷しはじめた。しかし，他方では所得水準の上昇を基
礎にして，高級ブランド品やぜいた＜品に対する需要も高まった。消費性
向の二極化が生じたのである。
高級品市場の拡大は，百貨店による欧米商品の直接輸入に拍車をかけた。
この期の大手百貨店10社の販売総額に占める直接輸入品の比率は， 1976年
にはわずか1.7%であったものが， 1977年には2.4%,1978年には3.8%へと
3年間で2倍以上の伸ぴをみせている。高級プランドなど商品を国内の総
代理店から仕入れた場合，直接輸入よりも 5割程度価格が高くなってしま
うため，百貨店各社は直接輸入に取り組もうとしたのである II)。自身でLC
（信用状）を開き，通関手続きを行い，かつ欧米からファッション関連品
や室内装飾品などの商品回転率の低い商品を買取りで仕入れることにな
る。こうした煩わしい業務やリスクを負担しなければならない一面，粗利
益率を高く設定することによって，大きな利益を獲得することのできる直
接輸入品を取り扱うことは，百貨店にとってメリットとなった。 1978年度
における直輸入品販売では，平均で約43%の粗利益率をかけているという
ことからも，いかに直輸入品販売が百貨店に高利益をもたらすかがわか
る12)。
第3に，耐久消費財の普及率が高まり，そのステータス・シンボルとし
ての役割が低下したことである。その反面で，レジャー，教育や娯楽への
支出が増加し，とくに海外旅行の増加が百貨店の海外展開に拍車をかけた。
図2' 図3は，それぞれヨーロッパとアメリカにおける日本人の海外渡航
者数の推移である。 1970年代以降，欧米への渡航者が急増している。その
なかで1973年における欧米各国への総渡航者数に占める観光目的の比率
11) 日経流通新聞『流通経済の手引きー1980年版』日本経済新聞社， 1979年， 154ペー
ジ。
12) 日経流通新聞『流通経済の手引きー1981年版』日本経済新聞社， 1980年， 100-101
ページ。
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（出所） 法務大臣官房司法法制調査部『出入国管理統計年報』各年度版より作成。
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は， アメリカで約79%, イギリスで約73%, フランスでは約81%となって
いる 13)。渡航者の大部分が旅行目的であったことがわかる。
このような海外渡航者数の急増の原因としては， 1971年からはじまる変
動為替相場制への移行により円高がすすみ，海外への渡航が比較的容易に
13)法務大臣官房司法法制調査部「昭和49年版出入国管理統計年報』1974年， 136-141
ページより算出。
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図4 対米ドル円レートの推移（単位：円）
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経済企画庁編『平成11年版経済白書』 9ページより作成。（出所）
なったことがあげられる。図4は対米ドル円レートの推移を示したもので
ある。図 2'図3と照らし合わせてみると， 円レートと海外渡航者数の推
移が密接な関係にあることがわかる。 1964年，東京オリンピックの年に海
外旅行が自由化され， いわゆる第 1次海外旅行プームがはじまったとされ
るが，実際には1972年から1973年に起こる第2次海外旅行プーム以降に顕
著な動きがあったのである。
海外旅行者数が増加したもう 1つの要因として，国内における欧米輸入
品の内外価格差を指摘することができる。国内で販売される同一商品が関
税や国内での流通経路などの関係で，海外で直接購入する場合の約2-3
倍の価格で販売されていた。それゆえ，海外で直接に買物をする消費者ニ
ーズが高まっていた。旅行会社により各種の買物「パッケージツアー」も
企画され，海外旅行に対する支出はいっそう増加した。図5は1世帯当り
年平均 1ヵ月間のパック旅行および宿泊料に対する支出の推移を示したも
のである。 1992年ごろまでは，図2'図3にみられるような欧米への渡航
者数の増加の推移と非常に似た傾向を示していることがわかる。 90年代初
頭までの海外旅行の大半は，「パッケージツアー」によるものであったので
ある。
日系百貨店はこうした旅行会社と提携するなどして，邦人観光客を囲い
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（出所） 総理府統計局『家計調査年報』各年度版より作成。
込むことに成功した14)。酒類，タバコ，香水，時計，貴金属，ライターなど
が邦人観光客が海外で求める主要な商品であったが， これら商品を取り揃
えることにより，彼らを主たる顧客対象とする店舗へと性格を変えてゆき，
そこに新たな存在意義を見出してゆく。“日本人観光客のみやげ物店として
の日系百貨店＂像が確立されたのはこの時期であった。
また，特殊な活動としては，一部の老舗百貨店が物品販売以外に建装事
業を手がけはじめたことをあげることができる。その典型例は高島屋であ
った。高島屋の装飾部門の歴史は戦前にさかのぽるが，戦後も船舶の内装
や各省庁の官邸ほか米軍関係や皇室関係の受注を受けるなど多くの実績を
もっていた。海外での建装事業の活動は1960年代なかばごろよりはじまる
が． この期よりアメリカでの建装事業を精力的におし進めることになる。
1971年には， ワシントンの日本大使館公邸内部の造作を受注するなど，以
後大使館，領事館，民間企業の役員室や迎賓館，その他レストランの内装
などを受注することによって，店舗運営の業績向上に貢献した15)。このよう
な日系企業を主たる顧客対象とした建装事業は， ヨーロッパでも同様の展
開をみせている。 この期のパリ高島屋では，売上高構成比率に占める貿易
14)三越や高島屋はグループ企業のなかに旅行会社をかかえており，当初はこれら関
係会社との提携から始まった。
15) 『高島屋150年史」 326-327ペー ジ。
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の割合は約45%,小売販売が30%, そして建装事業が約25%であったとい
?? ? ??ー、
ともあれ， 日本への輸入品の導入基地として，そして海外でのH本人需
要をフォローし，ときには業績をカバーするために物品販売以外の活動を
行うなどして欧米における B系百貨店の経営の甚礎が出来上がった。
3 第3期 (1987~1993年）：バブル経済期
第3期における日系百貨店の欧米進出は，基本的には第 2期にみられた
性格を継承するものであった。すなわち，駐在員事務所の設置に関しては
輸入品の導入基地的役割があたえられ，海外店舗に関しては日本人渡航者
を対象としたみやげ物店としての機能が求められた。しかし，この期の欧
米進出は，バプル経済期の巨大な過剰資本と“うかれ消費”に後押しされ
るものであり， 7カ国20店舗の展開と 6カ国21個所の駐在員事務所の設置
という大幅な量的拡大がみられた。
この期は， 1985年9月のプラザ合意以降の円高・ドル安時代に突入した
ことをベースとしてはじまった。図 4にみられるように， 1985年9月に 1
ドル約240円であった為替レートが， 1986年には 1ドル約160円にまで達し
ている。一方，政府は円高からくる不況を回避するために，数度にわたり
公定歩合を引き下げた。 1985年に 5%であった公定歩合は， 1986年には2.5
％へと大幅に切り下げられ，企業の資金調達は容易となり，のちに平成景
気とよばれる大型景気を生み出した。いわゆるバブル経済期のはじまりで
ある。資産効果，そして低金利といった背景の下，企業レベルでは設備投
資が旺盛になされ，海外への投資も増加する。個人消費もまた拡大し，高
級品プームが巻き起こった17)。とくに，若年層の欧米プランド商品への需要
16)田中政治・和田進，前掲書， 163ページ。
17)来住元朗『小売戦略環境としての消費者行動論』中央経済社， 1995年， 167-169
ページ。
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が高まり， DCブランドブーム等も生じた。また円高効果によって，図 2.
図3にみられるように，一時落ち着きをみせていた海外旅行もこのころよ
り再燃し，第 3次海外旅行プームを引き起こすことになる。
こうした日本国内での好況は，図 1にみられるように， 1980年代半ばに
は衰退気味であった日系百貨店の欧米展開に再びインセンティブをあたえ
ることになる。国内で沸き起こった高級品ブームは，それまで以上に海外
商品，とりわけブランド商品の輸入を促進し，百貨店は欧米への駐在員事
務所の設置を推し進めた。実際に，この期の百貨店の輸入品売上額は増加
している。図 6は， 1984年から1994年にかけての百貨店の直接輸入品販売
額の推移を示したものである。 1986年度に1,204億円であったものが， 1988
年には2,047億円へ，そして1990年にはピークの3,150億円に達し，約5年
間で3倍近い額に上昇していることがわかる。
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図6 直接輸入品販売額の推移（単位：億円）
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（出所） 日本百貨店協会『全国百貨店の輸入品販売の現状と見通し』 1996年。
他方，企業の海外進出にともなう現地駐在員の増加や再燃した海外旅行
プームによる海外旅行者数の増加は，欧米へのさらなる店舗展開を促した。
1987年調査の総理府「海外旅行に関する世論調査」によると，海外旅行の
目的として「土地の風物，自然の美しさなどを見る」が71.4%と最も多い
が，「ショッピングを楽しむこと」が3番目に多い23.7%となっており，こ
こでもショッピングが海外旅行の大きな目的の 1つとなっている 18)。ショ
18)経済企画庁編『昭和63年版国民生活白書』大蔵省印刷局， 1988年， 133ページ。
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ッピングを主要な目的とする海外旅行者が多い背景には，円高にもかかわ
らず，輸入品，とくに高級プランド商品の国内での小売価格が低下しない
という事情があったことを指摘できる。 1989年9月下旬から10月上旬にか
けて通産省が店頭実売価格をもとにおこなった調査によると，たとえば米
国銘柄の日紅では，東京で販売される価格を100とした場合，ニューヨーク
では36, ロンドンでは37, パリでは46といったように大幅な内外価格差が
存在している。また，欧州銘柄の時計ではニューヨーク77, ロンドン89,
パリ89,バッグではニューヨーク87, ロンドン44という結果になってい
る19)。
さらに，内外価格差が発生する要因としては，すでに指摘した関税や多
段階流通経路のほかに，供給側の価格設定の問題をあげることができる20)。
高級プランド品は，原産国メーカーから日本国内での独占販売権を与えら
れた専門商社や大手商社，アパレルメーカーなどが輸入総代理店となって
販売しているケースが多い。こうした輸入総代理店は，供給量制限戦略や
露出度抑制戦略，そして高価格戦略などをとるなどして自社プランドの高
級イメージを維持しようとする21)。そもそも高級プランド品メーカーが世
界各国でとる価格政策は，同一商品を販売する場合であってもそれぞれの
国の国民所得にあわせて異なった設定をしており，急速に豊かになった日
本は世界でも最も高く設定された国の 1つであった。
内外価格差の存在が海外で直接ショッピングしたいという消費者の意識
を高めるが，このような背景のもと拡大した欧米における H本人旅行者市
場を獲得すべく，日系百貨店の店舗開設がいっそう強力に推し進められた。
三越はハワイ，グアムにおけるテイファニー店の出店権を得て， 1989年と
1991年にそれぞれの地で出店している22)。これは，高級プランド品の購入に
19)通商産業省『平成2年版通商白書』総論．大蔵省印刷局， 1990年， 247ページ。
20)同上書， 246-248ページ。
21)経済企画庁編「昭和63年版国民生活白書』 138-139ページ。
22)川端基夫，前掲書， 306ページ。
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際して内外価格差を目的とした日本人観光客を取り込もうとした典型例と
いえる。また， 1991年には，翌年開催されるオリンピックにともなう観光
客の需要を考慮して，伊勢丹と三越がバルセロナに出店した。こうした出
店傾向は表 1および図 1にみられるように，バブル経済が崩壊した後も，
1993年ごろまではその勢いが止まることはなかった。
4 第4期 (1994年～現在）：バプル経済崩壊から今日
1989年5月以降の公定歩合引上げは， 1990年8月には 6%という高率と
なり，いわゆるバプル経済は崩壊した23)。バプル経済の崩壊は百貨店の欧米
展開にも大きな影響を与えた。上記のごとく， 1993年ごろまでは店舗なら
ぴに駐在員事務所の設置は続けられたが，図 lにみられるように， 1994年
を境にその設置はぴたりと止んでしまう 24)。さらに，出店傾向に歯止めがか
けられたのみならず，店舗の閉鎖もおこなわれはじめた。表2は，欧米に
おける日系百貨店の閉店の推移をまとめたものである。戦後の約40年間で，
日系百貨店が欧米へ展開した店舗総数は44店舗を数える25)。そのうち， 14店
舗が閉鎖されている。 1964年の西武百貨店のロサンゼルス店の閉鎖につい
ては考察したとおりであるが，これを例外としてすべての撤退が1993年以
降におこなわれている。なかでも，第 3期に進出した店舗の閉鎖が目立つ。
この期の出店総数20店舗のうち 9店舗が閉鎖されており，実に 4割5分の
店舗が消滅しているのである。バプル経済崩壊後の百貨店は，それまでの
23)米住元朗，前掲書， 171-176ペー ジ。
24) 1998年に，大丸がオーストラリアのゴールドコーストヘ出店しているが，オース
トラリアは地理的にも政治経済的にもアジアに属する国家であり，わが国百貨店の
欧米展開には含まれないものとする。アングロサクソンの文化をもちながらアジア
国家として存立しているオーストラリアに，売場面積約14,000面といった比較的大
規模な店舗が展開されたことは興味深い。
25) 1958年，ニューヨークに開設された高島屋の店舗は， 1966年に移転開店， 1992年
には新設開店されており，ここでは 1店舗の展開としてカウントしている。
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表2 欧米における日系百貨店閉店の推移
閉店年度 百貨店 都市名 開店年度
1964 西武百貨店 ロサンゼルス 1962 (第 1期）
1993 越 ローマ 1975 (第 2期）
越 バルセロナ 1991 (第3期）
伊勢丹 バルセロナ 1991 (第3期）
1994 越 ペルリン 1992 (第3期）
1995 松坂屋 サンフランシスコ 1989 (第3期）
1996 越 ニューヨーク 1977 (第2期）
そごう バルセロナ 1993 (第3期）
1998 大 丸 ノゞ リ 1974 (第2期）
大 丸 リヨン 1974 (第 2期）
高島屋 ロンドン 1988 (第 3期）
越 ハワイ 1989 (第 3期）
1999 越 グアム 1991 (第3期）
小田急百貨店 ノゞ リ 1992 (第3期）
（出所）表1に同じ。
巨大化・高級化路線による固定費の増大やグループ運営力の弱体化，低収
益構造，新業態間競争の激化，保守的な経営体質などの諸問題を国内にお
いて抱え込み26), 海外事業の見直しを含む事業の整理という課題に取り組
まざるをえない状況に陥ったのである。百貨店の欧米展開は，まさに資本
の論理にのっとってバプル経済の発生とともに増加し，その崩壊とともに
後退したのである。
ところで，欧米へのH本人海外渡航者数は，図 2'図3にみられるよう
に， 1990年から1993年までの 4年間は湾岸危機の影響もあり，一時的に減
少もしくは伸ぴ悩むが， 1994年以降は再ぴ増加している。これまでは，海
外渡航者数の増加が欧米における H系百貨店出店の増加に追い風となって
きた。それがなぜ，この期にはその関係が成り立たなくなったのであろう
か。その理由として，国内事業の整理の一環といった要因のほかに，海外
旅行の性格や現地小売業自体に変化が生じ始めたことを指摘することがで
きる。
26) 加藤義忠•佐々木保幸・真部和義・土屋仁志『わが国流通機構の展開』税務経理
協会,2000年,98-100ページ。
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まず，海外旅行の「成熟化」である。欧米への旅行者の数が増加する一
方で，図 5にみられるように1992年以降，「パック旅行」に対する支出は停
滞している。「パッケージツアー」ではなく，自由な旅行を自ら企画する旅
行者が増加しているためである。こうした旅行者は現地のH系百貨店で商
品の購入をおこなわず，さまざまな小売施設で買物を楽しんでいるようで
ある。むしろ，こうした旅行者は外国に行ってまで日系百貨店を訪れるこ
とに抵抗感をもっているとさえいえる。また，パプル経済期には国内でも
欧米の製品が氾濫したため，海外で商品を買いあさる必要はなくなった。
あらかじめ海外でのみ購入できるような商品にターゲットをしぽってショ
ッピングを楽しむ傾向にある。
つぎに，現地小売業等の変化をあげることができる。日本人観光客の購
買力の大きさを知った現地の小売業は，日本人のニーズを研究し，それに
あわせて取り扱う商品をアレンジしたり，日本語を話すスタッフを配置す
るなど， H系百貨店の大きな脅威となっている。このような海外旅行の「成
熟化」や現地小売業の日本人観光客のとりこみが進むなか， 日本人観光客
の需要を主たる目的として運営されてきた日系百貨店の欧米での店舗展開
は，新たな課題に直面しているといえよう。
一方，国内での販売については，所得の伸びの停滞や逆資産効果などに
よって個人消費が低迷し，高級品市場が急速に縮小した。図6にみられる
ように， 1990年にピークに達した直接輸入品の販売も， 1991年からは一転
して急速に減少してゆき， 1993年には1984年のレベルを下回る991億円に，
1994年にはさらにそれを下回る834億円にまで落ち込んだ。
また，欧米のプランド企業がバプル経済崩壊後の不動産価格の下落に乗
じて， 日本市場での直営店の開設を進めていることも百貨店における輸入
品販売の意義を減少させている原因の 1つである。市場が縮小するなかで，
強力なライバルが現れ厳しい競争を強いられる現下において，これまで欧
米に設置した駐在員事務所がおこなってきたような単なる直接輸入方式に
よる欧米高級品の導入には限界がみられ，その役割は次第に薄れつつある。
200 (200) 第 46 巻 第 1• 2号合併号
おわりに
総じて，わが国百貨店の欧米市場への展開は，常に日本市場を視野に入
れたものであったということができる。日本の経済発展とともに，百貨店
は国際化していった。確かに，アメリカ市場に対しては現地の消費者を顧
客ターゲットにすえて挑戦したこともあった。しかし，その後は広がりを
みせることはなく，国際化の出鼻はくじかれた。経済発展の過程で，西洋
的生活・消費をめざすわが国とは反対に，アメリカはその生活文化やファ
ッションのあり方を世界中に発信していた。そこでは日系百貨店は，特殊
なエスニック商品を販売する1つの店舗にしかすぎなかったのである。その
後，わが国百貨店の欧米での活動は，日本への商品輸入の情報基地として
機能し，また増加する日本人需要をターゲットとして展開した。ただ， B
本への商品導入のため，進出に対する姿勢，動機は一貫して積極的なもの
であったといえる。
欧米への日系百貨店の展開が，国内店舗での欧米の高級品の取り揃えを
充実させるためであったことはともかく，現地の消費者ではなく邦人駐在
員や邦人観光客，そして日本公館や日系企業といった海外における特殊な
日本社会を主要な顧客ターゲットにしていたことは，流通産業の国際化の
重要な問題として，さらに立ち入った検討が必要であろう。
なお，こうした欧米に向けられた国際化とは別に，わが国百貨店は発展
途上国への展開もみせている。その対象国は主としてアジア NIESにはじ
まり， ASEAN諸国，そして今日では中国にまでその範囲は拡大しており，
大規模かつ本格的な進出が継続して推し進められている。わが国百貨店の
アジアヘの展開についての考察は，他日を期したい27)0
27)台湾におけるわが国百貨店の進出については．拙稿「今Hの百貨店の海外進出」
同上書を参照されたし。
